
0

軽水炉サイクルの技術開発

平成１７年３月４日

新計画策定会議（第20回）
資料第４号
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現在実施している技術開発

【放射性廃棄物処分対策】【原子力技術の多様化・高度化】

【ＭＯＸ燃料の有効利用】

○全炉心混合酸化物燃料原子炉施

設技術開発
全炉心にMOX燃料を装荷する際に必要
な技術の高度化のための研究開発。

【提案公募事業】

【安全性及び経済性の著しい向上】 ○革新的実用原子力技術開発

【核燃料サイクル事業の推進】

【ウラン濃縮技術の高度化】
○遠心法ウラン濃縮技術開発
経済性の向上を目指し、国際的に比肩しう
る技術レベルを有する新型の遠心分離機の
開発。

【地層処分事業の円滑な推進】
○地層処分技術調査等
深地層の地質等に関する地表からの調
査技術の高度化等。

【放射性廃棄物共通技術の開発】
○放射性廃棄物共通技術調査等
リスク・コミュニケーション支援システム
に関する研究開発及び生物圏での核種
の移行プロセスの調査等。

【管理型処分事業の円滑な推進 】
○管理型処分技術調査等
ウラン廃棄物の除染技術や検認技術の
開発及び余裕深度処分に関する研究開
発等。

【ＭＯＸ燃料加工の事業化】
○ＭＯＸ燃料加工技術確証試験
我が国初の民間ＭＯＸ燃料工場で採用す
る各種技術の適合性の確証等のための試
験の実施。

【既設軽水炉の有効活用】

○計量標準基盤技術研究
原子力発電所の熱出力管理に使用する
給水流量計の高精度化のための試験技術
を開発。

【軽水炉再処理技術の高度化】
○ 低レベル濃縮廃液の固定化技術開発
低放射性濃縮廃液の核種除去・ＲＯＢＥ固化※1

に係る技術開発等。
○高レベル放射性廃液のガラス固化体技術開発
廃棄物高含有ガラス固化体製造に係る技術開
発等。
○保障措置技術開発
使用済パルスフィルタ※2及びパルスフィルタ洗
浄液中の核物質の非破壊測定技術の開発。

※2ﾊﾟﾙｽﾌｨﾙﾀ：使用済み燃料の溶
解後、溶解液中の不溶解性物質を
除去するためのろ過装置

※1ROBE固化：不燃性のﾎｳ酸ﾅﾄﾘ
ｳﾑを固化助剤とした蒸発固化



原子炉圧力容器

原子炉格納容器

MOX燃料の増加に伴い、加圧時の出力上
昇が大きくなり、圧力上昇も大きくなる。

逃がし安全弁や圧力容器の性能向上によ

る圧力緩和機能の強化

【逃がし安全弁、原子炉圧力容器】

MOX燃料の増加に伴い、核分裂性
Pu-241の崩壊によるMOX燃料反応
度低下の影響が大きくなる。

再循環ポンプ最大流量の増加によ

る反応度低下の回復

【再循環ポンプ】

【制御棒】

MOX燃料の増加に伴い、制御棒の
中性子吸収能力が低下する。

濃縮ほう素の利用による制御棒中

性子吸収能力の回復

再循環ポンプの性能が向上しても、炉内構

造物の圧力損失が最適流量確保の妨げとな

る。

炉内構造物の構造を最適化し、再循環ポン

プの強化と併せ、炉内流量の増加による反

応度低下を回復

【炉内構造物】

MOX燃料取扱い量の増加に伴い、新MOX
燃料取扱い時の被ばく量が増加する。

新燃料取扱い検査装置の遠隔・自動化によ

る被ばく量低減

【新燃料取扱検査装置】

MOX燃料の増加に伴い、高精度か
つきめ細かな計測制御が必要とな

る。

炉心ﾃﾞｰﾀ計装機器、分析ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ及

び制御機器を高機能化

【計測制御設備】

全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発－全炉心ＭＯＸ化に対応した各設備の高機能化－

（実施期間：平成８年度～平成２３年度）

２（実施主体：電源開発㈱）



発電用原子炉のための流量測定高精度化の研究
－計量標準基盤技術研究－
（事業期間：平成１６年度～平成２０年度）

研究概要

原子力発電所の熱出力管理に使用する給水流
量計の高精度化のため、大型試験設備を整備し、
試験技術を開発する。

研究の必要性

現在、給水流量計の測定の不確かさは最大1.8%
であるので安全のために原子炉の定格出力を設
計出力よりも2%下げている。出力を増強して既設
原子炉を有効活用するためには、流量計を高精
度化し、その信頼性を長期にわたって保証する校
正設備の整備及び校正技術の開発が必要である。

研究の効果

給水流量計の計測の不確かさを1%以下に向上
させることで、既設原子力発電所の出力を、設備
を大規模に改修することなく、１％増強させること
が可能となる。

流量計
電力

循環ポンプ

原子炉

年間石油
使用燃料

石油火力発電

環境問題

同じ効果
本研究成果

設計出力限界（100%）

定格出力
（98%）

原
子
炉
出
力

2 %

未利用

利用

UP

1 %

原子力発電の出力増強

原子力
出力増強

大型試験設備概観
３（実施主体：独立行政法人 産業技術総合研究所）

電源装置

計装機器

脈動流
抑制装置

実流量試験設備
制御装置

脈動流
抑制装置

オーバーヘッド
タンク

ポンプ

曲がり管エリア
サポート

ステンレス配管

30m

200m

鋼材総重量：200t

新規設備

既設

被試験
流量計

回収タンク

流体輸送装置 ヒーター

貯水タンク

高精度転流
システム

秤量タンク

基準器

既設

新規設備
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ＭＯＸ燃料加工技術確証試験

○粉末混合設備確証試験

○プレス成形設備、ペレット研削設備確証試験

○グローブボックス耐震性確証試験

○燃料集合体組立／検査設備確証試験 集合体組立／検査

プレス成形／ペレット研削設備

ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ耐震確証

実規模MOX試験

小規模ウラン試験

　実規模ウラン試験

小規模MOX試験

H15 H16 H18 H19年度 H11 H12 H17H13 H14

MOX燃料工場
　設備設計へ反映

MOX燃料工場
　設備設計へ反映

MOX燃料工場試運転の
              運転条件等へ反映

我が国初の民間ＭＯＸ燃料工場の円滑な設計、
建設、操業に資するため、同工場で採用する各
種技術の適合性の確証等のための試験を行う。
（実施主体：日本原燃㈱）
同工場において採用する技術は、国内外で実
績のある既存技術※を活用するが、そのうち、組
み合わされた技術として実績がないものに関して
は確証試験を実施し、その成果をＭＯＸ燃料工場
の設計、建設、運転条件等に反映する。
※：核燃料サイクル開発機構、フランスＣＯＧＥＭＡ社、国内ウラン加工メーカー

原料ＭＯＸ粉末
ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ：ｳﾗﾝ＝１：１

二酸化ウラン粉末 粉末混合設備粉末混合設備

粉末調整工程粉末調整工程 ペ
レ
ッ
ト
成
形
工
程

ペ
レ
ッ
ト
成
形
工
程

ペ
レ
ッ
ト
焼
結
工
程

ペ
レ
ッ
ト
焼
結
工
程

実規模MOX試験
量産規模におけるペレット品質評価

（確証試験実施中）

燃料ペレット
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新型遠心分離機の技術開発

経済性の向上を目指して、現在実
用化している遠心機の約５倍という高
い分離性能や、同遠心分離機を上回
る寿命等、国際的に比肩し得る技術
レベルを有する新型の遠心分離機を
開発する。（実施主体：日本原燃㈱）

 単機（遠心分離機） カスケード 

天然
ウラン 

濃縮 
ウラン

劣化 
ウラン

単機を多段に構成

商用プラントとしての運転制御性を確認するため、
カスケード試験が計画されている。

単機の基本性能に関する技術開発に取り組み、平成
１５年度末に「基本仕様」が示されたところ。平成
１７年度末に量産可能な遠心機仕様として「最終仕
様」が示される予定。

フェーズⅡフェーズⅠ

要素技術の開発

H21年度H20年度H19年度H18年度H17年度H16年度H15年度H14年度H12－13年度

暴露試験等長期信頼性に係る試験
は更に継続

建設

基本仕様決定
▼

最終仕様決定
▼

分離流動性能
長期信頼性
回転性能

異常時における安全・安定性
量産時における高品質性

運転制御性の確認

核燃料サイクル開発機構が平成４年度から平成
１２年度まで開発していた「先導機」の技術を主
に継承。
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軽水炉再処理技術の高度化

【低レベル濃縮廃液の
固定化技術開発】

【高レベル放射性廃液の
ガラス固化技術開発】

【保障措置技術開発】

・低放射性濃縮廃液中
の核種除去・ROBE固
化に係る技術開発・
実証
・可燃・難燃性固体廃
棄物の焼却・減容に
係る技術開発・実証

《電気事業者等の協力を得て
サイクル機構が実施》

パルスフィルタカスク

He3チューブ
（検出器）

低放射性濃縮廃液の固化にかかる技術開発

中性子

ガラス固化溶融炉

ガラス
固化体

低放射性

濃縮廃液

ROBE
固化体

ROBE
固化体

沈殿・ろ過

ｲｵﾝ交換

（核種除
去）

硝酸塩
溶液

スラリ
溶液

既存
貯蔵施設

実用化に向けて安全性、環
境適合性向上の観点から低
放射性廃棄物の処理技術を
確立

実用化に向けて経済性、環境
適合性向上の観点から廃棄物
の発生量をより低減する固化
処理技術を確立

実用化に向けて再処理施設
の計量管理全体の精度を向
上させる核物質測定技術を
確立

・廃棄物高含有ｶﾞﾗｽ固化
体製造に係る技術開発
・溶融炉解体技術開発
・溶融炉高度化技術開発
《電気事業者等と共同研究にてサ
イクル機構が実施》

・使用済みﾊﾟﾙｽﾌｨﾙﾀ及び
ﾊﾟﾙｽﾌｨﾙﾀ洗浄液中の核
物質の非破壊測定技術
の開発

《米国ｴﾈﾙｷﾞｰ省（DOE)と共同研
究にてサイクル機構が実施》
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放射性廃棄物処分技術開発

ウラン鉱山

ウラン

再処理工場

使用済燃料

回収ウラン・
プルトニウム

燃料

原子力発電所

高レベル
放射性廃棄物

燃料加工
工場（※）

発電所
廃棄物

ウラン
廃棄物

ＴＲＵ核種を含む
放射性廃棄物

ウラン鉱山

ウラン

ウラン鉱山

ウラン

再処理工場

使用済燃料

回収ウラン・
プルトニウム

燃料

原子力発電所

高レベル
放射性廃棄物

燃料加工
工場（※）

発電所
廃棄物

ウラン
廃棄物

ＴＲＵ核種を含む
放射性廃棄物

地
下
三
百
メ
ー
ト
ル
以
深

高レベル
放射性廃棄物
処分施設

地
下
三
百
メ
ー
ト
ル
以
深

高レベル
放射性廃棄物
処分施設

岩 盤

緩衝材
(ベントナイトなど)

天然バリア 天然バリア

ガラス
固化体

人工バリア

オーバーパック
(炭素鋼など)

岩 盤岩 盤

緩衝材
(ベントナイトなど)

天然バリア 天然バリア

ガラス
固化体
ガラス
固化体

人工バリア

オーバーパック
(炭素鋼など)

【地層処分事業の円滑な推進】
○地層処分技術調査等委託費
・深地層の地質特性等に関する地表からの
調査技術の高度化
・人工バリア等の特性評価や搬送・定置等の
工学技術の開発
・ＴＲＵ核種を含む放射性廃棄物の廃棄体等の
開発 など

【管理型処分事業の円滑な推進】
○管理型処分技術調査等委託費
・余裕深度処分に関する研究開発

・ウラン廃棄物についてクリアランスレベルを
達成する除染技術等の開発 など

【放射性廃棄物共通技術の開発】
○放射性廃棄物共通技術調査等委託費
・生物圏での核種移行プロセスの調査
・情報技術を活用したリスク・コミュニケーション
支援システムに関する研究開発 など

（※）ＭＯＸ燃料加工工場からは、「ＴＲＵ核種を含む放射性廃棄物」が発生。



環境負荷低減及び廃棄物処理
技術の確立

核不拡散対応技術の高度化

プラント安定運転技術の確立

環境に放出する放射性物質をできる
限り低減するための技術、高レベル
放射性廃棄物に代表される廃棄物
処理処分のための技術を確立する。

(1)環境放出放射能の低減化
・液体放出核種の低減化技術
・気体放出核種の低減化技術
（放射性クリプトンの回収、固定化技術等）

(2)廃棄物発生量の低減化
・含塩廃液の低減化技術

(3)廃棄物の安定化・固定化
・低レベル濃縮廃液の固定化技術、廃溶媒の処
理技術
・高レベル放射性廃液のガラス固化技術

国際的に厳しい要求に対応した、核
拡散抵抗性を有するプロセス技術の
開発や、より有効で信頼性の高い保
障措置技術を開発する。

(1)プルトニウムーウラン混合転換技術
(2)効果的な保障措置
・IAEAの効果的な保障措置(検認、封じ込め等)
を技術的支援のための保障措置機器等の技術

運転の初期段階に遭遇した種々の
困難に対して、自主開発技術で克服
し、プラントとして安定した運転を積
み重ねる。

(1)東海再処理工場の運転実績
（使用済燃料処理量：1000トン以上）
（ふげんMOX燃料再処理：約15トン）
(2)機器腐食への対応・改良
（酸回収蒸発缶、Pu蒸発缶等の改良等）
(3)不溶解残渣閉塞への対応・改良
（溶解槽内洗浄装置の開発等）
(4)遠隔保守技術
（溶解槽遠隔補修・点検装置等）
(5)機器の改良
（せん断装置、ウラン脱硝工程等）

目 的開 発 目 標 開 発 成 果

（参考） これまでの軽水炉再処理技術開発の実績



高レベル放射性廃棄物

処分に関する技術協力

核燃料サイクル事業に

関する技術協力

軽水炉サイクルの技術協力の概要

９

核燃料サイクル開発機構

（平成１７年１０月以降は、

日本原子力研究所と統合して、

日本原子力研究開発機構）

日本原燃（株）

原子力発電環境整備機構

軽水炉再処理技術

高レベル放射性廃棄物処分技術

ウラン濃縮技術

ＭＯＸ燃料加工技術
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核燃料サイクル事業に関する技術協力（１／３）

サ
イ
ク
ル
機
構

日
本
原
燃

再処理施設の建設・運転等に関する
技術協力基本協定（昭和５７年６月）

○技術者の相互派遣
○技術情報の提供又は閲覧
○共同研究の実施
○日本原燃技術者のサイクル機構施設での訓練
○日本原燃の試験研究に対する便宜供与
○その他、双方協議の上、必要と認める事項

技術協力の実施
に関する協定
（昭和６０年２月）

職員の出向に
関する協定

（平成元年１０月）

研修に関する協定
（昭和６３年３月）

短期研修
に関する協定
（平成元年１２月）

再処理施設の試運転に係る技術支援の実施に関する協定（平成１４年７月）

○サイクル機構技術導入施設
※
の試運転及び施設全般の放射線管理に係る技術助勢

○技術者の派遣 ○技術情報の開示

技術協力体系の例（再処理事業）

※：ウラン脱硝施設、ウラン・プルトニウム混合脱硝施設、高レベル放射性廃液ガラス固化施設

日本原燃は、再処理工場、 MOX燃料工場及びウラン濃縮工場
の安定運転と技術の定着・高度化のため、事業毎に技術協力
協定を締結し、サイクル機構から技術協力を受けている。
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核燃料サイクル事業に関する技術協力（２／３）

各種会議体を設置し広範囲な情報交換を実施

累計：１６５名累計：４名累計：６０４名日本原燃技術者のサイクル機構施設での訓練

３０件

５件

約２３,０００件

累計：８３名

ウラン濃縮再処理

５９件

５件

約１,７００件

累計：２５７名

MOX燃料加工

日本原燃へのサイクル機構技術者の派遣

１２件
その他

（設計コンサルティング、委託試験等）

１件日本原燃とサイクル機構の共同研究

約９０件技術情報の提供

（建設、試運転、運転、保守等関連技術情報）

累計：１０名

実 績
項 目

（平成１７年１月現在）主な実績主な実績
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核燃料サイクル事業に関する技術協力（３／３）

再処理事業（ガラス固化技術）
日本原燃(株)は、核燃料サイクル開発機構が開発し高レベル放射性廃液
ガラス固化施設に導入した溶融炉について、運転条件等を確認するため
の試験を同機構に委託（既に終了）

核燃料サイクル開発機構、電力会社及び日本原燃(株)は、高減容ガラス
固化体の製造や溶融炉解体に関する技術開発を共同で実施中

MOX燃料加工事業
日本原燃(株)は、ＭＯＸ燃料加工技術確証試験の一環として、「実規模
MOX試験」を核燃料サイクル開発機構に委託

ウラン濃縮事業
核燃料サイクル開発機構、電力会社及び日本原燃(株)は、金属胴遠心分
離機の廃止措置に向け、滞留ウランの除去・回収及び遠心分離機の処理
に関する技術開発を共同で実施中

共同研究、委託試験の例共同研究、委託試験の例
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高レベル放射性廃棄物処分に関する技術協力

「特定放射性廃棄物の地層処分技術に関する協力協定」
（2001年6月15日）

高レベル放射性廃棄物処分の実施主体である原子力発電環境整備機構（原環
機構）と核燃料サイクル開発機構（サイクル機構）は，地層処分技術に関する
技術協力を進めている。

【協力の実績】

【協力の形態】

技術情報（公開情報）の交換、技術者の交流等
運営会議を設置し 、技術協力を円滑かつ効率的に推進

運営会議等 を開催
サイクル機構より技術者を派遣
協力協定に基づき、サイクル機構より以下の公開情報を提供
•第２次取りまとめに関連する技術情報
•第２次取りまとめ以降の研究成果

公募関連資料(処分場の概要・選定上の考慮事項)に対する技術的検討 等

サ
イ
ク
ル
機
構

原
環
機
構


